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不作為犯論
I 論文要旨
法学研究科博士後期課程 稲 垣 悠 一
第 本論文の考察の目的
 不真正不作為犯の対象領域は，純化されなければならない。近時の不作為
犯論においては，学説上，故意不作為犯の理論と過失犯の理論との混合現象が見
られるように思われる。その一つの場面として，いわゆる刑法上の製造物責任に
おける議論が挙げられる。
製品の欠陥に起因して生じた死傷結果について，製造・販売業者の刑事責任が
追及されることは新しいことではない。そのような動きは，すでに，1950年代半
ばから始まった高度経済成長期に生じた各種の食品公害の刑事事件において見ら
れた。そして，この領域では，専ら刑事過失責任の追及が問題とされてきた。も
っとも，この領域における刑法理論の解釈上の問題点については変遷が見られる。
初期の製造物過失の事例では，科学技術の進展により人類がそれまで未経験で
あった「未知の危険」に対する理論的な対処が問題とされた。そこでは，過失犯
の予見可能性論における危惧感説をはじめとして，「未知の危険」に対する理論
構成が提唱されてきた。この段階では，判例実務及び学説のいずれにおいても，
純然たる過失犯の問題と考えられていた。
これに対して，近時（2000年以降）問題とされている製品流通段階の過失の場
面では，結果に実現した危険は，基本的に，一定の被害発生後あるいは危険性発
覚後に判明した「既知の危険」である。しかし，この段階では，「既知の危険」
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の原因である欠陥製品が企業の現実の支配下から離脱しており，製造業者の安全
対策の懈怠という「不作為」がクローズアップされている。わが国の判例実務上
は，この段階でも依然として純然たる過失犯の問題として処理されている。しか
し，学説の有力説では，この段階の過失は，「不真正不作為犯」の現代的な展開
の場面として認識されている。つまり，故意犯の不真正不作為犯と並んで，過失
犯においても不真正不作為犯があるとして，「過失的不真正不作為犯」という概
念を肯定し，かつ製品流通段階の不作為態様の過失をその一類型として把握する
のである。そして，学説では，主として，回収義務の発生根拠が激しく議論され
ている。ここにおいては，不作為態様の過失一般が，「過失的不真正不作為犯」
として構成されるのである。
このように，製造物過失事例の学説の問題意識は，純然たる過失犯論の予見可
能性論から，不作為犯論の法的作為義務あるいは保証義務の発生根拠論にシフト
している。しかも，ここでの法的作為義務の発生根拠論は，故意犯と共通するも
のとして理解されているのである。ここに，故意不作為犯の理論と過失犯の理論
との混合現象が見られるように思われる。
これに対して，アルミン・カウフマン（Armin Kaufmann）は，目的的行為論
の立場から，過失的不真正不作為犯の概念を規定した。彼は，命ぜられた行為を
遂行しようとする意思は存在したものの，その行為遂行が過失により失敗した場
合，すなわち，保証義務の遂行過程に注意義務違反がある場合に，過失的不真正
不作為犯（fahrlässiges unechtes Unterlassungsdelikt）が成立するとした。この
考え方によると，過失的不真正不作為犯の成立範囲は相当限定化される。
しかし，このような考え方ではなく，不作為態様の過失一般を「過失的不真正
不作為犯」として構成する場合には，その対象となり得る事象は，アルミン・カ
ウフマンの想定する場面より広範にわたることは明らかである。のみならず，本
来，過失犯は，社会生活上の必要な注意を果たさずに漫然と行動し，それによっ
て「結果を発生させた」ことを本質とするものである。そのため，過失犯の現実
の行為態様としては，むしろ不作為的に行動するのが「通常」の形態ともいえる。
実際，過失犯の領域において，行為態様が不作為の事例を挙げれば枚挙にいとま
がない。とりわけ，危険物の管理などに関する管理・監督過失の場面では，その
ような傾向が強いといえよう。そうすると，「過失的不真正不作為犯」として扱
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う領域は非常に広範にわたることになる。
しかし，本来，「不真正不作為犯」は，例外的に処罰されるに過ぎないはずで
ある。ところが，不作為態様の製造物過失事例を代表として，結論として過失責
任を肯定する論者は多い。そのため，結果的には，「過失的不真正不作為犯」と
して論じられる領域は拡張している。そして，そのような現象が故意犯の領域に
反映される場合には，故意不真正不作為犯の拡張という逆現象も生じうる。
これに対して，前述のように，わが国の判例実務で扱われた不作為態様の製造
物過失の事例では，少なくとも最高裁は，正面から不作為犯論を展開していない。
そこでは，「純然たる過失犯論」が展開されている。
このようにわが国の学説と判例実務とでは，製造物過失の事例を一場面として，
不作為態様の過失犯の理論構成面においてギャップが認められる。このような学
説と判例実務とのギャップはどのように理解すべきであろうか。
一つの評価として，判例実務は，表面上は純然たる過失犯論を展開しながら，
実態においては不真正不作為犯の成立を拡張しているという評価がありうる。も
う一つは，そもそも過失犯においては，不真正不作為犯は問題にならないが故に，
純然たる過失犯論が展開されているに過ぎないという評価も考えられる。後者は，
故意の不真正不作為犯の理論と過失犯の理論とは異なるということを意味する。
 本論文は，以上のような問題意識の下，不作為態様の過失の一場面として
脚光を浴びている製造物過失の場面を中心に，過失犯論と不作為犯論の理論的な
接点の有無を検討した上で，不作為態様の過失について，純然たる過失犯論によ
り理論展開し，その事案処理の方法を提示することを目的とする。
第 本論文の構成
本論文は章から構成されている。
序章 いわゆる刑法上の製造物責任をめぐる不作為犯論の問題状況
第章 ドイツの判例及び学説にみられる欠陥製造物に関する刑事責任の特質
第章 欠陥製造物に対する法規制の状況
第章 わが国の判例にみられる欠陥製造物に関する過失責任の特質
第章 不作為態様の過失犯に関する議論状況
──とりわけ製品流通後の刑事過失について
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終章 総括と展望
第 本論文の概要
 序章について
近時の不作為犯論の問題点について，次のことを明らかにした。
すなわち，近時の不作為犯論は，学説上，故意不作為犯の理論と過失犯の理論
との混合現象が見られる。その一つの場面として，いわゆる刑法上の製造物責任
における議論が挙げられる。
製造物過失事例の学説の問題意識は，純然たる過失犯論の予見可能性論から，
不作為犯論の法的作為義務あるいは保証義務の発生根拠論にシフトしている。し
かも，ここでの法的作為義務の発生根拠論は，故意犯と共通するものとして理解
されているのである。ここにおいては，不作為態様の過失一般が，「過失的不真
正不作為犯」として構成されている。本来，「不真正不作為犯」は，例外的に処
罰されるに過ぎないはずである。しかし，学説上，結果的には，「過失的不真正
不作為犯」として論じられる領域は拡張している。
このような問題状況を踏まえ，本論文は，不作為態様の過失の一場面として脚
光を浴びている製造物過失の場面を中心に，過失犯論と不作為犯論の理論的な接
点の有無を検討した上で，不作為態様の過失について，純然たる過失犯論により
理論展開し，その事案処理の方法を提示することを目的とする。
 第章について
本章では，製品流通後に製品の欠陥が判明した場合に，製造・販売業者に製品
回収義務を認めた皮革スプレー事件判決をもとに，主として，製造業者の刑法上
の義務付けに関係する理論について，ドイツの判例及び学説の動向を検討した。
その理論の特質については次のとおりである。
（）まず，ドイツにおいては，製品流通後の製造・販売業者の製品回収義務
の発生根拠に関する議論について，故意不作為犯，不作為態様の過失犯に共通す
る原理として，保証理論（Garantietheorie）が用いられている。皮革スプレー事
件判決においては，「義務違反の先行した危険行態」（先行行為）の観点から，製
造業者の保証者的地位が導かれていた。
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これに対し，ドイツ学説においては，本判決と同様の理論構成により製造業者
の保証者的地位を肯定することは，おおむね批判的であった（先行行態の義務違
反性を要求しない考えを総称して，「義務違反性アプローチ否定説」）。製品回収
義務の問題は，「製品の製造・販売時の刑事過失が認められないような場合であ
っても事後的に危険性が判明した段階で何らかの安全対策を取るべきか否か」と
いうことが共通の問題意識になっている。
義務違反性アプローチ否定説に従う場合，理論的方向性として，二つに分かれ
ていることが明らかとなった。一つは，先行行為を根拠に保証者的地位を導き出
そうとしつつも，先行行態の要件を緩和する方向である（「要件緩和説」）。たと
えば，「高められた危険な先行行態」を問題とする見解が挙げられる。もう一つ
は，義務違反性アプローチ否定説を徹底して，保証者的地位を導き出すにあたっ
て，もはや先行行為自体を問題としない方向である（「先行行為アプローチ否定
説」）。この方向では，緩和・拡張された「支配」概念から，あるいは社会生活上
の安全義務の観点などから，製造業者等の刑法上の義務を肯定する見解が認めら
れた。要件緩和説は，結果惹起の原因となっている因果的起源を問題とするもの
であるのに対して，先行行為アプローチ否定説は，逆に，因果的起源を問題とし
ないものである。この二つの方向は，因果的起源の果たす役割について，根本的
な相違が認められる。
次に，皮革スプレー事件判決においては，第一次的に，製造業者および販売業
者の業務執行機関である取締役全体が負っていた回収義務を認定し，第二次的に，
組織内の自然人である個々の取締役の行為義務を認定するという手法（組織関係
的観察方法）が採用された。この手法は，従前の「ボトム・アップ的」な帰責方
法（被害に最も近い原因を設定した者の第一次的違反を問題にし，それに引き続
いて，「第二次的違反」や「第三次的違反」として，組織義務，選択義務，監視
義務，統制義務の違反を追及するという帰責方法）から，「トップ・ダウン的」
な帰責方法に転換するものであった。
（）皮革スプレー事件判決の理論および学説の動向の検討から得られた結論
をもとに，わが国の議論で考慮すべきことは，次の四つである。
第一に，欠陥製品により惹起された危険状態が，社会生活上許された危険の範
疇に属するか否かは，製造・販売業者に対する刑法上の義務付けの前提として必
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要になるということである。
第二に，製造・販売業者への義務付けの根拠については，もはや支配概念によ
っては説明できないことを正面から認めるべきということである。
第三に，保証理論が担っている機能について再検討する必要があるということ
である。保証理論は，行為時点において，保証義務を媒介として作為と不作為を
等置するところに特徴がある。等置問題とは，作為は因果の流れを惹起しそれを
結果発生に向かって支配・操縦することができるのに対して，不作為は単に因果
の流れを利用できるに過ぎないという作為と不作為との存在構造上の差異を前提
に，いかにして両者を等置するのかという問題である。とりわけ，わが国の不作
為態様の過失犯の問題を検討するにあたり，不作為態様の過失の場合に，このよ
うな要請が働くか否かにつき検討する必要がある。この問題は，つまるところ，
故意不作為犯の存在構造と不作為態様の過失犯の存在構造に違いがあるのか否か
ということと関係する。
第四に，組織関係的観察方法は，欠陥製品を流通させた企業が大企業の場合に，
組織内の自然人について，組織の実態を踏まえた注意義務を導き出す理論として
考慮する余地のあるものである。その際重要なのは，個人責任の原則に基づいて，
刑法上の非難を個人の特定の行態と結びつけることである。その手法を過失犯の
理論の側面から示す必要がある。
 第章について
本章では，製造物過失事例について刑法解釈論を展開する以前に，わが国の法
秩序の状況として，欠陥製造物に起因する被害について，どのような法規制をし
ているかについて検討した。
ここにおいては，特に欠陥製品の事故に関連する，製造業者等に対する刑事規
制について，次のような区分に応じて，各段階での刑事規制の特徴とその相互関
係を明らかにした。その区分は，①死傷結果発生前の段階，あるいは一定の実害
発生後ではあるが将来の拡大被害を防止する段階における「事前規制」と，②死
傷結果が発生した段階での「事後規制」である。
（）まず，死傷結果発生前の段階で，消費者等に対する人的被害を未然に防
止しようとする場合，基本的には，「公衆の生命・健康」という公共的法益を措
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定し，これに対する危険のレベルに応じて，形式犯（直罰制，命令前置制）や危
険犯規定により規制をすることになる。製造物に関していえば，「製造・販売段
階」での規制，「製品流通段階」，あるいは「実害発生後拡大被害防止段階」での
規制が考えられる。近時は，道路運送車両法，消費生活用製品安全法，消費者安
全法などをとおして，後者の段階の規制が強化されていることが明らかになった。
私見としては，欠陥製品の危険の顕在化のレベル，あるいは企業に対する安全
管理に関する規範的要請を踏まえると，「実害発生後拡大被害防止段階」で命令
前置型の行政刑法による刑事規制を強化する方向性は，基本的には正当であるこ
とを示した。
そして，わが国の法秩序が製品事故による被害の未然防止のために設けている
「事前規制」の領域を分析した結果，次のことが明らかになった。
第一に，刑法上の義務であるかどうかは別として，製造業者等は，製品流通後
においても事故情報を収集するなどして製造物の危険性を監視し，危険性の認識
に応じて各種の安全対策を講じるべき社会生活上の安全義務を明らかに負ってい
るということである。そして，欠陥製品に起因して死傷事故が生じ，「事後規制」
としての刑事過失が問題になる場面においては，事前規制段階で製造業者に課せ
られている注意義務を無視し得ないことを示した。
第二に，製品事故情報の収集，消費者に対する正確な事故情報の提供，さらに
は適切な安全対策の実施は，製造業者等だけではなく行政機関も深く関わってお
り，しかもこれらの主体が組織として共働的に遂行することが予定されているこ
とである。これ自体は，被害の未然防止という観点から望ましいことである。そ
して，法秩序が設けた安全規制の網の目をくぐって発生してしまった死傷結果に
ついて，事後規制手段としての刑法が介入する場合，このような組織的な観点が
どのような形で刑法理論の中に反映されるかが問題となることを示した。
（）次に，「事後規制」としての刑事規制についてである。
企業活動に起因して消費者等に死傷の結果が発生した場合は，「事後規制」と
しての刑事制裁が発動することになる。しかし，次の状況は，前提として理解す
る必要があることを示した。すなわち，「事前規制」の場面では，特別法上の両
罰規定を根拠に法人処罰が可能であるのに対し，「事後規制」としての刑事規制
の場合は，組織体の中の自然人に対する過失責任追及（特に業務上過失致死傷
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罪）が中心とならざるを得ない，ということである。
そして，「製造・販売段階」，「実害発生後拡大被害防止段階」の区別に応じて，
各段階での理論的問題点の異同について検討した結果，次の点が明らかになった。
）まず，「製造・販売段階」の規制には限界があり，事前規制の網の目を
くぐり抜けて結果に実現したリスクについて，刑法上の答責性を問題にする必要
があるということである。その場合，そのような事後規制手段としての刑法に，
どの程度の役割を担わせるかである。より現実的には，組織の中の自然人に対す
る過失犯処罰が中心になることを正面から認め，その中で組織の実態を踏まえた
刑法解釈論を展開することが重要であることを示した。この観点からは，製造・
販売段階の過失については，判例実務において，どのような過失認定の手法が採
られているのかを分析することが必要になることを示した。
）次に，「実害発生後拡大被害防止段階」では，被害の未然防止のための
各種の制度が設けられ，行政刑法としての刑罰規定も拡充されていた。しかも法
人重課規定が設けられているので，企業に対する安全対策の実施を促す効果が期
待されるものであった。しかし，行政刑罰の運用実態などを考えると，行政刑罰
に対して過度に期待すべきではない。やはりこの段階においても，事後規制手段
としての刑法の役割は，依然として残されている。
「実害発生後拡大被害防止段階」では，製品事故情報の収集，消費者に対する
正確な事故情報の提供，さらには適切な安全対策の実施が，製造業者等に対して
積極的に求められている段階である。あくまで一般的な比較の問題であるが，
「製造・販売段階」の過失では「未知の危険」に対する予見可能性の問題が生じ
ることが多いのに対し，「実害発生後拡大被害防止段階」では，結果の予見可能
性は認められやすく，「既知の危険」への対処が求められる段階といえる。
このような状況下における過失の実態は，製品の欠陥に起因する危険状態を所
与のものとした上で，かかる危険状態を除去する安全管理対策（警告措置，ある
いは回収措置）を怠ることである。このような外部的措置は，通常，企業の末端
の従業員によっては行い得ないから，会社のトップが拡大被害を防止するために
適切な措置を講じなかったことが問責の対象となることが多い。
ここにおいても，製造・販売段階の場合と同様，事後規制手段としての刑法と
しては，組織の中の自然人に対する過失犯処罰が中心になることを正面から認め，
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その中で組織の実態を踏まえた刑法解釈論を展開することが重要である。この観
点からは，やはり製品流通後の過失について，判例実務において，どのような過
失認定の手法が採られているのかを分析することが必要になる。
 第章について
本章においては，製造物に起因して生じた死傷事故に関する代表的な刑事判例
を検討し，わが国の判例にみられる欠陥製造物に関する過失責任の特質を明らか
にした。その際，第章で示した「製造・販売段階」および「製品流通段階（実
害発生後拡大被害防止段階）」の区分に応じて，製造・販売段階の刑事過失が問
題となった判例（【判例 A】ないし【判例 D】）と製品流通段階の刑事過失が問題
となった判例（【判例 E】ないし【判例 H】）とに分け，その特質と異同を検討し
た。
（）製造物の製造・販売過程の刑事過失が問われた事案の第一の特質として
は，行為者が，製造・販売過程に対する具体的な関与実態を持っているか否かが
問題とされていることである。ここでは，「欠陥形成への実質的関与」が過失の
実態となっている。
第二の特質としては，製品を製造販売した原因企業の規模が大きく，被害原因
となった製造物の製造過程に対する従業員等の関与形態が複雑になる事案におい
ては，組織関係的観察に基づく過失判断の手法が採られていることである。
これらの特質をまとめると，製造・販売段階の刑事過失においては，①製品事
故を惹起した原因業者への過失責任追及が問題とされ，②企業の規模や製造過程
に対する従業員等の関与形態の複雑さに応じて，組織関係的な観察方法が採り入
れられ，③製造・販売過程への現実的・具体的な関与実態，あるいは管理・監督
権限を結節点として，製造物の安全面ついての注意義務違反が問題にされている
という結論が得られた。
（）製品流通後の刑事過失の第一の特質は，責任主体の人的拡大が見られる
ことである。第二の特質は，製造・販売業者の物的な支配下から離れている欠陥
製造物を回収するなどの措置が求められ，実施すべき結果回避措置の内容が物理
的に見て広範にわたるものとなっていることである。その一つの理由は，行為者
の物的支配外にある危険源に対する監視を通じて，「危険源保有者」に対して働
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きかけをすることが問題とされているからである。
そのようなことから，製品流通後の過失は，不作為態様の過失が中心になって
いる。しかし，判例全体の分析からは，その傾向として，純然たる過失犯の問題
として処理されていることが明らかになった。
そこでの傾向をまとめると，①製造物に内在する欠陥等を原因とした相当広範
囲にわたる危険状況があることを前提として，②組織関係的な観察をベースに組
織内の自然人に対して注意義務の振り分けを行い，③安全対策に対する抽象的義
務が刑法上の具体的注意義務に転化する場面において過失責任を認めるという手
法が採られているという結論が得られた。
（）製造・販売・流通段階を通じて見られた製造物過失の共通点と差異につ
いては次のような結論が得られた。
まず共通点として，第一に，大企業等の組織体の中の自然人の過失責任が追及
される場面では，組織関係的な観察方法により具体的な注意義務が導かれている
ことである。
共通点の第二は，製造・販売及び流通のいずれの段階においても，過失責任の
前提として，一定の実質的な関与が問題とされていることである。
もっとも，製造・販売段階と製品流通段階とでは，その関与形態は，同一では
ない。これが製造・販売段階と製品流通段階との差異になる。
製造・販売段階においては，製品事故の原因となった製品の「欠陥形成への実
質的関与」が問題とされた。ここでの関与は，作為的なものもあれば不作為的な
ものも含む複合的な関与態様となっているが，通常，現下の物的支配下にある
「物」への現実的具体的な関与を見出し得るものであった。
これに対し，製品流通後の過失事例の場合は，物的支配外の危険源に対する監
視を通じて，「危険源保有者」に対して働きかけをしなかったことが問題である。
ここでは，従前の製品事故の処理などに対して，行為者が具体的な関わりを持っ
ていたことや事故を惹き起こした一連の製品の安全確保について一般的職責があ
ることなどが重視されていることが明らかとなった。
（）判例理論として究明すべき問題としては，以下の三つが得られた。
第一に，不作為態様の過失犯について，純然たる過失犯の理論により説明する
ことができるか否かである。学説においては，不作為態様の過失を過失不真正不
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作為犯の問題として扱う見解が有力である。そこで，判例の上記傾向を純粋な理
論面から検討する必要がある。
第二に，企業体の中の自然人の過失責任が問題となる場面おいて随所に取り入
れられている組織関係的な観察と過失犯論との関係である。これについては，過
失の実体を踏まえて，過失犯論と組織関係的アプローチとの関係を理論的に説明
する必要があることを示した。
第三に，製造業者等に対する処罰限定法理をどこに見出すかである。ここにお
いて必要なことは，過失の実体を踏まえた上で，事前規制段階の予防措置そのも
のと区別された刑法上の注意義務設定の具体的プロセスを明らかにして，結果回
避措置の合理的な限定を図ること，そして，判例上重視されている一定の実質的
な関与実態の点を過失犯の理論の中に如何に組み入れるのかという点にあること
を示した。
 第章について
本章では，前章までの分析の結果を前提に，製品流通後の刑事過失責任追及の
場面の中心に，不作為態様の過失犯の理論的問題点を検討した。
（）第一に，保証者説と過失犯論の関係についてである。
保証者説には，大別して，端的に保証義務という規範的な内容に着目する方向
性と保証義務を基礎づける事実的なものとしての保証人的地位に着目する方向性
がある。前者は，保証義務を媒介とした構成要件的実行行為性の確定，すなわち，
「行為選別的志向」が強いのに対して，後者は，不真正不作為犯の行為主体性を
前面に出し，「行為者選別的志向」が強いといえる。
行為者選別的志向は，地位それ自体に着目するので，義務それ自体と義務を基
礎づける地位とを区別するいわゆる分離理論（Spaltungstheorie）と適合する。
この立場によると，不真正不作為犯においては，保証者的地位の類型的な発生根
拠の確定が問題になり，保証者的地位は，事実的な要素に還元されることになる。
このようなアプローチについては，正しい方向性をもっていると評する見解もあ
った。
しかしながら，地位それ自体への視点の転換は，一方において，構成要件該当
性判断を希薄化するように思われる。さらに，保証者的地位が主体選別のための
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概念であるとしたら，これにより類型的に不作為責任追及の主体を選別すること
と，作為と存在構造を異にする不作為を作為と等置するという「等置問題」とは
本質的には繋がらないはずである。
そもそも等価値性判断，すなわち等置問題とは，次のようなものである。つま
り，作為は因果の流れを惹起しそれを結果発生に向かって支配・操縦することが
できる。これに対して，不作為は単に因果の流れを利用できるに過ぎない。この
ような作為と不作為との存在構造上の差異を前提に，いかにして両者を等置する
のかという問題である。保証者説内部での等価値性判断は，いずれも総合的な当
罰性判断に帰着しかねないものであり，作為と不作為の存在構造の差異を埋める
方法論としては不適切である。それゆえ，故意不真正不作為犯の場合の等置問題
の解決は，上記のような作為と不作為との存在構造上のギャップを前提にすると，
保証義務を媒介にするのではなく，因果的アプローチ（不作為者自身による原因
設定行為）により解決するのが正当であると指摘した。
一方，不作為態様の過失犯に目を転じた場合，そもそも故意犯の犯罪構成要件
で問題とされていた作為と不作為との等置という問題が当然に要求されるもので
あるか否かが問題になることを指摘した。
（）第二に，第一の点の考察を前提にして，保証者説と過失犯の成立要件，
特に注意義務の内容との理論的関係を検討した。ここにおいては，過失の構造の
捉え方如何によって，理論上の問題点や解決方法も異なってくるという問題意識
の下，旧過失論の下での理論モデル（①ないし④），新過失論の下での理論モデ
ル（⑤ないし⑦），新・新過失論の下での理論モデル（⑧）を提示した。そして，
製品流通後の刑事過失に関する【設例】を設定して，各モデルの問題点や解決
方法を検討した。
（）第三に，いわゆる新過失論の立場から，私見の過失の構造の理解を示し
た上で，【設例】を基に，過失犯の実行行為の実体をどのように捉えるかにつ
いて検討した。あわせて，製品流通後の刑事過失の事案の解決方法も示した。そ
の内容は，次のようである。
新過失論においては，注意義務の内容として結果回避義務を中心に考え，その
違反については，基準行為からの逸脱という客観的視点で捉えることになる。基
準行為は，法益侵害の結果の発生を前提に，因果の系列を遡り，客観的予見可能
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性と結果回避可能性がある段階で，いかなる行為をすべきであったかという視点
で措定されるものである。その意味で，過失犯は客観的行為要求に対する違反と
いえる。ただ，基準行為が措定され，現実の行為態様と比較対照した結果，基準
行為からの逸脱が認められても，それだけでは過失犯の実行行為性を取得するわ
けではない。跛行的結果反価値論の立場からは，基準行為からの逸脱が結果に至
る因果プロセスの中で，法益侵害の現実的危険性と結びついた段階で，実行行為
性を取得する。これは，現実の行為態様が作為の場合であっても不作為の場合で
あっても，本質的には変わらない。
製品流通後の過失の場面において説明すると，製造業者は，社会生活上，消費
者との関係において，「規定に従って製造業者の製造物が使用された場合に，何
ら被害が生じないように配慮する義務」を負っている。このような義務があるこ
とを前提に，①客観的状況として，製造物に内在する欠陥等を原因とした相当広
範囲にわたる危険状況があり，②不特定多数の消費者の健康に対し，「真に受け
止めるべき危険」を及ぼしていると認められる場合には，刑法レベルにおいても
この危険を放置することはできず，また法秩序の動的構造の観点からも，刑法レ
ベルの基準行為の履行が求められる。そして，③これが法益侵害の危険性と結び
ついた段階において過失実行行為性が認められると考える。
（）第四に，第三で示したような理論構成が，過失犯の存在構造・規範構造
からも認められるか否かについて検討した。
過失犯の存在構造上，必ずしも，行為者（不作為者）が法益侵害に向かう起因
を設定する必要はない。前述のように，過失犯は，法益侵害の結果発生を前提に
して，因果の系列を遡り，客観的予見可能性および結果回避可能性がある段階の
行為を特定し，その段階で如何なる行為をすれば結果を回避できたかを問題にす
るものである。したがって，行為者が法益侵害の直接的原因を設定した者でなく
ても，法益侵害に向かう因果系列に介入しうることを前提に，客観的注意義務違
反が認められる場合には，過失犯は成立しうる。
過失犯の場合，過失犯の規範構造上，不作為による遂行を予定しているので，
不作為態様の過失犯を「過失的不作為犯」（fahrlässiges Unterlassungsdelikt）あ
るいは過失的不真正不作為犯（fahrlässiges unechtes Unterlassungsdelikt ）の問
題として扱う必然性はない。むしろ，「不作為的過失犯」（unterlassende
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Fahrlässigkeitsdelikt）として考えれば足り，正面から客観的注意義務違反の有
無を検討すれば足りると考える。過失犯の成否を決するのは，客観的予見可能性
を前提とした結果回避義務に違反するか否かである。この判断と不作為犯で問題
になる法的作為義務あるいは保証義務とが場合により一致することがあるにして
も，基本的には別異に捉えるべきである。この意味では，過失犯の注意義務と不
作為犯の保証義務とは別異に捉えるべきであるとの指摘は正当ということになる。
基準行為からの逸脱という観点で過失認定する場合には，基準行為をどのように
設定するかの問題はあるにしても，保証者説を導入して，行為者選別を図る必要
性はない。
（）第五に，以上の構造を踏まえた上で，過失犯の理論の側面から，組織体
の中の自然人の注意義務を導き出す枠組みを示した。
過失の本質について結果回避義務を中心に理解し，基準行為を設定することに
より過失を客観化する見地に立つ場合には，組織体の中の自然人が負担する注意
義務については，次のようなプロセスに基づいて具体化される。端的に述べれば，
まず，企業としてなすべき措置として回収措置等の基準行為を想定し，次いで，
組織内の現実の業務形態を前提にして，組織内の自然人について，かかる措置の
実現に向けた客観的注意義務を措定するというプロセスである。組織体の中の自
然人が，刑法上の答責性の対象になるのは，回
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で示した①ないし③の判断は取り込まれることになる。
 終章について
終章においては，まず，第章から第章で得られた検討結果を上記ないし
のようにまとめた。
最後に今後の展望としては，次のとおりである。
本論文においては，いわゆる新過失論の立場から，不作為態様の過失犯が問題
となる一場面である製品流通後の製造物過失の事例を中心に，その理論的な解決
方法を示した。ここでは，不作為犯論的構成は不要である。
しかし，本論文においては，理論の大枠を示すに留まった。たとえば，皮革ス
プレー事件判決でも問題になった一般的因果関係の判断方法の問題，あるいは，
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現在の過失犯論において困難な問題の一つである過失競合事例の解決方法などに
ついては，論じるに至っていない。これらは，今後の課題としたい。
II 審査報告
審査委員
主査 専修大学法科大学院 教 授 日髙 義博
副査 専修大学法学部 教 授 宮城 啓子
副査 専修大学法科大学院 准教授 岡田 好史
稲垣悠一の課程博士学位請求論文（「欠陥製品に関する刑事過失責任と不作為
犯論」）について，平成24年10月11日，法学研究科委員会において審査委員会が
設置された。それ以来，審査委員会は，慎重な審査を行い，11月27日には，審査
委員名による最終試験（口述試験）を実施した。
最終試験実施後，審査委員会は，論文審査及び最終試験の結果として，稲垣悠
一には博士の学位を授与される適格性が充分にあると判断した。
【学位請求論文の要旨】
（）本論文は，不真正不作為犯論と過失犯論が交錯する領域について，事案
処理の解決方法を視野に入れながら，理論的純化を試みたものである。具体的な
考察の対象としては，欠陥製品に対する刑事責任を追及する際に理論的な壁にな
っている「不作為態様の過失犯」が取り上げられている。
製品の欠陥に起因して死傷結果が生じた場合，刑事責任を追及する上で理論的
に困難な問題として，「不作為態様の過失犯」をどのような理論モデルによって
その処罰範囲を画すべきなのかという課題がある。この問題は，刑法理論上の課
題にとどまらず，事案処理の客観性を担保するために解決すべき実務上の課題で
もある。この問題領域においては，不真正不作為犯論と過失犯論とが交錯するこ
とから，さまざまな理論モデルの提示が可能である。最近の学説においては，故
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意不作為犯の理論と過失犯の理論との混合現象が見られるが，その発端は，「皮
革スプレー事件」についての1990年ドイツ連邦通常裁判所判決にあった。本論文
は，「皮革スプレー事件」判決を詳細に分析・検討し，故意不作為犯と不作為態
様の過失犯とを同一の理論で解き明かすことの限界を示し，わが国の判例の事案
の解決を視野に入れた上で，「不作為態様の過失犯」を不作為犯論ではなくして，
過失犯論で解き明かそうとしたものである。このことは，反面では，不真正不作
為犯の理論を純化することを企図するものである。
考察の手順としては，次のような方法が採られている。まず，刑法上の製造物
責任をめぐって，現在，どのような不作為犯論が展開されているのか，またその
問題点はどこにあるのかという点を分析し，その結果を議論の出発点に据えてい
る（序章）。そして，欠陥製造物に関する刑事責任について，ドイツの判例およ
び学説ではどのような理論的展開がなされ，その特質は何であるのかを分析・検
討している（第章）。次に，わが国における欠陥製造物に対する法規制の状況
を分析し，刑法的規制の対象となりうる領域を明らかにし，刑法理論との接点を
検討している（第章）。続いて，わが国の判例は，欠陥製造物に関する刑事責
任をどのように追及し，その解決方法にはどのような特質があるのかを考察して
いる（第章）。最後に，本論文の理論的骨格である「不作為態様の過失犯」の
理論構成について，これまでの議論状況を整理しながら，過失犯論による理論的
解決策を導き出し（第章），理論的な展望と残された問題点に言及している
（終章）。
（）各章の要旨は，次のようである。
［］序章においては，製造物過失事例に関する学説の問題意識が，純然たる
過失犯論の予見可能性論から不作為犯論の法的作為義務あるいは保証義務の発生
根拠論にシフトしていることを指摘し，さらに，ここにおいては，不作為態様の
過失一般が「過失的不真正不作為犯」として構成されていることを指摘している。
このような問題状況を踏まえ，本論文は，過失犯論と不作為犯論の理論的な接点
の有無を検討し，不作為態様の過失について，純然たる過失犯論により事案処理
を図ることを目的とするとしている。
［］第章においては，製造・販売業者に欠陥製品の回収義務を認めた皮革
スプレー事件判決の分析・検討および製造業者の刑法上の義務付けに関係する学
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説の検討がなされ，理論上の特質を浮き彫りにしている。その要点は，次のよう
なものである。
）ドイツにおいては，製品流通後の製造・販売業者の製品回収義務の発生根
拠に関する議論について，故意不作為犯，不作為態様の過失犯に共通する原理と
して，保証理論が用いられており，皮革スプレー事件判決においては，「義務違
反の先行した危険行態」（先行行為）の観点から，製造業者の保証者的地位が導
かれているとする。
これに対し，ドイツ学説においては，本判決にはおおむね批判的であり，先行
行態の義務違反性を要求しない考え（義務違反性アプローチ否定説）であるとす
る。製品の製造・販売時の刑事過失が認められないような場合であっても事後的
に危険性が判明した段階で何らかの安全対策を取るべきだという共通の問題意識
があるが，義務違反性アプローチ否定説においても，二つの理論的方向性がある
と指摘する。一つは，先行行為を根拠に保証者的地位を導き出そうとしつつも，
先行行態の要件を緩和する方向であり（要件緩和説），「高められた危険な先行行
態」を問題とする見解がその例である。もう一つは，義務違反性アプローチ否定
説を徹底して，保証者的地位を導き出すにあたって，もはや先行行為自体を問題
としない方向である（先行行為アプローチ否定説）。緩和・拡張された「支配」
概念から，あるいは社会生活上の安全義務の観点などから，製造業者等の刑法上
の義務を肯定する見解などがその例である。
要件緩和説は，結果惹起の原因となっている因果的起源を問題とするものであ
るのに対して，先行行為アプローチ否定説は，逆に，因果的起源を問題としない
ものであり，この両者には，因果的起源の果たす役割について，根本的な相違が
認められると指摘する。
）また，皮革スプレー事件判決においては，第一次的に，製造業者および販
売業者の業務執行機関である取締役全体が負っていた回収義務を認定し，第二次
的に，組織内の自然人である個々の取締役の行為義務を認定するという手法（組
織関係的観察方法）が採用されている。この手法は，従前の「ボトム・アップ
的」な帰責方法から，「トップ・ダウン的」な帰責方法に転換するものであった
と指摘する。
）皮革スプレー事件判決の理論および学説の動向を検討した結果として，わ
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が国の議論においては，次の点を考慮すべきであるとしている。
第点は，欠陥製品により惹起された危険状態が社会生活上許された危険の範疇
に属するか否かは，製造・販売業者に対する刑法上の義務付けの前提として必要
になるということ，第点は，製造・販売業者への義務付けの根拠については，
もはや支配概念によっては説明できないということである。
第点は，保証理論が担っている機能について再検討する必要があるというこ
とである。保証理論は，行為時点において，保証義務を媒介として作為と不作為
を等置するところに特徴があるが，不作為態様の過失犯の問題を検討するにあた
っては，そもそも等置の要請が働くか否か検討を要する。故意不作為犯の存在構
造と不作為態様の過失犯の存在構造に違いがあるのか否か検討する必要があると
する。
第点は，組織関係的観察方法は，欠陥製品を流通させた企業が大企業の場合
に，組織内の自然人について，組織の実態を踏まえた注意義務を導き出す理論と
して考慮する余地があるということである。
［］第章においては，わが国においては，欠陥製造物に起因する被害につ
いて，どのような法規制がなされているかが検討されている。これは，欠陥製造
物に対する刑事規制の領域を明らかにした上で，実践的な刑法解釈を展開しよう
とする意図によるものである。ここでは，①死傷結果発生前の段階，あるいは一
定の実害発生後ではあるが将来の拡大被害を防止する段階における「事前規制」
と，②死傷結果が発生した段階での「事後規制」とに区別し，各段階での刑事規
制の特徴とその相互関係を明らかにしようとしている。
）「事前規制」としての刑事規制について 死傷結果発生前の段階で，消
費者等に対する人的被害を未然に防止しようとする場合，基本的には，「公衆の
生命・健康」という公共的法益を措定し，これに対する危険のレベルに応じて，
形式犯（直罰制，命令前置制）や危険犯規定により規制をすることになる。製造
物に関していえば，「製造・販売段階」での規制，「製品流通段階」，あるいは
「実害発生後拡大被害防止段階」での規制が考えられる。近時は，道路運送車両
法，消費生活用製品安全法，消費者安全法などを通して，後者の段階の規制が強
化されていると指摘している。欠陥製品の危険の顕在化のレベル，あるいは企業
に対する安全管理に関する規範的要請を踏まえると，「実害発生後拡大被害防止
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段階」で命令前置型の行政刑法による刑事規制を強化する方向性は，基本的には
正当であるとしている。
「事前規制」の領域においては，次のような特徴が見られるとしている。第
に，刑法上の義務であるかどうかは別として，製造業者等は，製品流通後におい
ても事故情報を収集するなどして製造物の危険性を監視し，危険性の認識に応じ
て各種の安全対策を講じるべき社会生活上の安全義務を明らかに負っている。欠
陥製品に起因して死傷事故が生じ，「事後規制」としての刑事過失が問題になる
場面においては，事前規制段階で製造業者に課せられている注意義務を無視し得
ない。
第に，製品事故情報の収集，消費者に対する正確な事故情報の提供，さらに
は適切な安全対策の実施は，製造業者等だけではなく行政機関も深く関わってお
り，しかもこれらの主体が組織として共働的に遂行することが予定されている。
法秩序が設けた安全規制の網の目をくぐって発生してしまった死傷結果について，
事後規制手段としての刑法が介入する場合，このような組織的な観点がどのよう
な形で刑法理論の中に反映されるかが問題になる。
）「事後規制」としての刑事規制について 企業活動に起因して消費者等
に死傷の結果が発生した場合は，「事後規制」としての刑事制裁が発動する。「事
前規制」の場面では，特別法上の両罰規定を根拠に法人処罰が可能であるのに対
し，「事後規制」としての刑事規制の場合は，組織体の中の自然人に対する過失
責任追及（特に業務上過失致死傷罪）が中心とならざるを得ない。
「製造・販売段階」の規制には限界があり，事前規制の網の目をくぐり抜けて
結果に実現したリスクについて，刑法上の答責性を問題にする必要がある。その
場合，事後規制手段としての刑法に，どの程度の役割を担わせるかについては，
現実的には，組織の中の自然人に対する過失犯処罰が中心になることを正面から
認め，その中で組織の実態を踏まえた刑法解釈論を展開することが重要であると
している。製造・販売段階の過失については，判例実務においてどのような過失
認定の手法が採られているのかを分析することが必要になると指摘する。
「実害発生後拡大被害防止段階」では，被害の未然防止のための各種の制度が
設けられ，行政刑法としての刑罰規定も拡充されてきた。しかも法人重課規定が
設けられているので，企業に対する安全対策の実施を促す効果が期待されるもの
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であるが，行政刑罰の運用実態などを考えると，行政刑罰に対して過度に期待す
べきではない。この段階においても，事後規制手段としての刑法の役割は，依然
として残されているとする。
「実害発生後拡大被害防止段階」では，製品事故情報の収集，消費者に対する
正確な事故情報の提供，さらには適切な安全対策の実施が，製造業者等に対して
積極的に求められている段階である。一般的には，「製造・販売段階」の過失で
は「未知の危険」に対する予見可能性の問題が生じることが多いのに対し，「実
害発生後拡大被害防止段階」では，結果の予見可能性は認められやすく，「既知
の危険」への対処が求められる段階だといえる。このような状況下における過失
の実態は，製品の欠陥に起因する危険状態を所与のものとした上で，かかる危険
状態を除去する安全管理対策（警告措置，あるいは回収措置）を怠ることである。
このような外部的措置は，通常，企業の末端の従業員によっては行いえないこと
から，会社のトップが拡大被害を防止するために適切な措置を講じなかったこと
が問責の対象となることが多い。
ここにおいても，製造・販売段階の場合と同様，事後規制手段としての刑法と
しては，組織の中の自然人に対する過失犯処罰が中心になることを正面から認め，
その中で組織の実態を踏まえた刑法解釈論を展開することが重要であるとする。
この観点からは，製品流通後の過失について，判例実務においてどのような過失
認定の手法が採られているのかを分析することが必要になると指摘している。
［］第章においては，製造物に起因して生じた死傷事故に関する代表的な
刑事判例を検討し，わが国の判例にみられる欠陥製造物に関する過失責任の特質
を明らかにしている。検討の手法としては，前章で提示された「製造・販売段
階」と「製品流通段階（実害発生後拡大被害防止段階）」の区分に従って判例を
整理し，それぞれの段階での刑事判例の特質と異同を抽出しようとしている。
）製造物の製造・販売段階で問題になる刑事過失の特質は，第に，行為者
が製造・販売過程に対して具体的な関与実態を有しているか否かが問題とされて
おり，「欠陥形成への実質的関与」が過失の実態となっていることである。第
に，製品を製造・販売した原因企業の規模が大きく，被害原因となった製造物の
製造過程における従業員等の関与形態が複雑である事案においては，組織関係的
観察に基づく過失判断の手法が採られていることである。これらの特質を考慮す
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ると，製造・販売段階の刑事過失においては，①製品事故を惹起した原因業者へ
の過失責任追及が問題とされ，②企業の規模や製造過程に対する従業員等の関与
形態の複雑さに応じて，組織関係的な観察方法が採り入れられ，③製造・販売過
程への現実的・具体的な関与実態，あるいは管理・監督権限を結節点として，製
造物の安全面についての注意義務違反が問題にされているということが分析結果
として導き出されるとしている。
）製品流通後の刑事過失の特質は，第に，責任主体の人的拡大が見られ，
第に，製造・販売業者の物的な支配下から離れている欠陥製造物を回収するな
どの措置が求められ，実施すべき結果回避措置の内容が物理的に見て広範囲に渡
るものとなっていることである。行為者の物的支配外にある危険源に対して監視
をするなど，「危険源保有者」に対して働きかけをすることが問題とされており，
製品流通後の過失は，不作為態様の過失が中心になっている。判例全体の分析か
らは，純然たる過失犯の問題として処理されている傾向が見て取れるとしている。
ここでの傾向からは，①製造物に内在する欠陥等を原因とした相当広範囲にわた
る危険状況があることを前提として，②組織関係的な観察をベースに組織内の自
然人に対して注意義務の振り分けを行い，③安全対策に対する抽象的義務が刑法
上の具体的注意義務に転化する場面において過失責任を認めるという手法が採ら
れている，との結論が導き出されるとしている。
）両段階を通じて見られた製造物過失の共通点ならびに差異は，次のように
なる。共通点としては，第に，大企業等の組織体の中の自然人の過失責任が追
及される場面では，組織関係的な観察方法により具体的な注意義務が導かれてい
ること，第は，製造・販売および流通のいずれの段階においても，過失責任の
前提として，一定の実質的な関与が問題とされている，の点である。
製造・販売段階での刑事過失と製品流通段階での刑事過失の相違は，関与形態
に相違があるという点である。製造・販売段階においては，製品事故の原因とな
った製品の「欠陥形成への実質的関与」が問題とされる。ここでの関与は，作為
的なものもあれば不作為的なものも含む複合的な関与態様となっているが，通常，
現下の物的支配下にある「物」への現実的・具体的な関与を見出しうるものであ
る。これに対し，製品流通後の過失事例の場合は，物的支配外の危険源に対する
監視を通じて，「危険源保有者」に対して働きかけをしなかったことが問題とさ
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れる。ここでは，従前の製品事故の処理などに対して，行為者が具体的な関わり
を持っていたことや事故を惹き起こした一連の製品の安全確保について一般的職
責があることなどが重視されているとしている。
）以上のような判例理論の検討から，究明すべき問題として次の点を挙げ
ている。第点は，不作為態様の過失犯について，純然たる過失犯の理論によっ
て説明しうるか否かである。学説においては，不作為態様の過失を過失不真正不
作為犯の問題として扱う見解が有力であるが，上記のような判例の考え方を理論
的側面においてなお検討する必要がある。第点は，企業体の中の自然人の過失
責任が問題となる場面おいて随所に取り入れられている組織関係的観察方法と過
失犯論との関係である。これについては，過失の実体を踏まえて，過失犯論と組
織関係的アプローチとの関係を理論的に説明する必要がある。第に，製造業者
等に対する処罰限定法理をどこに見出すかである。ここでは，過失の実体を踏ま
えた上で，事前規制段階の予防措置そのものとは区別された刑法上の注意義務設
定の具体的プロセスを明らかにして，結果回避措置の合理的な限定を図ることが
必要であり，さらに判例上重視されている一定の実質的な関与実態の考慮を過失
犯論の中にどのように組み入れるのかを考える必要があるとしている。
［］第章においては，前章までの分析結果を踏まえ，製品流通後の刑事過
失責任を追及する局面を中心として，不作為態様の過失犯の理論的問題点の検討
がなされている。
）保証者説と過失犯論の関係について 保証者説には，大別して，端的に
保証義務という規範的な内容に着目する方向性と保証義務を基礎づける事実的な
ものとしての保証人的地位に着目する方向性がある。前者は，保証義務を媒介と
した構成要件的実行行為性の確定，すなわち「行為選別的志向」が強いのに対し
て，後者は，不真正不作為犯の行為主体性を前面に出し，「行為者選別的志向」
が強いといえるとする。
行為者選別的志向は，地位それ自体に着目するので，義務それ自体と義務を基
礎づける地位とを区別するいわゆる分離理論と適合する。この立場によると，不
真正不作為犯においては，保証者的地位の類型的な発生根拠の確定が問題になり，
保証者的地位は，事実的な要素に還元されることになる。このようなアプローチ
については，正しい方向性をもっていると評する見解もあった。しかしながら，
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地位それ自体への視点の転換は，一方において，構成要件該当性判断を希薄化す
ることになるとする。さらに，保証者的地位が主体選別のための概念であるとし
たら，これにより類型的に不作為責任追及の主体を選別することと，作為と存在
構造を異にする不作為を作為と等置するという「等置問題」とは本質的には繋が
らないと指摘している。不作為態様の過失犯の場合，そもそも故意犯の犯罪構成
要件で問題とされていた作為と不作為との等置という問題が当然に要求されるこ
とにはならないと指摘している。
）過失犯の構造 過失の構造の捉え方如何によって，理論上の問題点や解
決方法も異なってくるが，旧過失論の下での理論モデル，新過失論の下での理論
モデル，新・新過失論の下での理論モデルを提示し，製品流通後の刑事過失に関
する設例を挙げて，各モデルの問題点や解決方法の検討がなされている。この節
は，本論文の理論的中核となる部分であるが，新過失論の立場から過失犯の構造
と実行行為の実体について検討を加え，その上で製品流通後の刑事過失事案の解
決方法を提示している。その内容は，次のようである。
新過失論においては，注意義務の内容として結果回避義務を中心に考え，その
違反を基準行為からの逸脱という客観的視点で捉える。基準行為は，法益侵害の
結果の発生を前提に，因果の系列を遡り，客観的予見可能性と結果回避可能性が
ある段階で，いかなる行為をすべきであったかという視点で措定される。その意
味で，過失犯は客観的行為要求に対する違反といえる。ただ，基準行為が措定さ
れ，現実の行為態様と比較対照した結果，基準行為からの逸脱が認められても，
それだけでは過失犯の実行行為性を取得するわけではない。跛行的結果反価値論
の立場からは，基準行為からの逸脱が結果に至る因果プロセスの中で，法益侵害
の現実的危険性と結びついた段階で，実行行為性を取得する。これは，現実の行
為態様が作為の場合であっても不作為の場合であっても，本質的には変わらない。
以上のことを，製品流通後の過失の場面において説明すると，次のようになる
とする。製造業者は，社会生活上，消費者との関係において，「規定に従って製
造業者の製造物が使用された場合に，何ら被害が生じないように配慮する義務」
を負っている。このような義務があることを前提に，①客観的状況として，製造
物に内在する欠陥等を原因とした相当広範囲にわたる危険状況があり，②不特定
多数の消費者の健康に対し，「真に受け止めるべき危険」を及ぼしていると認め
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られる場合には，刑法レベルにおいてもこの危険を放置することはできず，また
法秩序の動的構造の観点からも，刑法レベルの基準行為の履行が求められる。そ
して，③これが法益侵害の危険性と結びついた段階において過失実行行為性が認
められることになるとしている。
）過失犯の存在構造・規範構造について 前節で示したような理論構成が，
過失犯の存在構造・規範構造からも認められるか否かについて検討がなされてい
る。その概要は，次のようである。
過失犯の存在構造上，必ずしも，行為者（不作為者）が法益侵害に向かう起因
を設定する必要はない。過失犯は，法益侵害の結果発生を前提にして，因果の系
列を遡り，客観的予見可能性および結果回避可能性がある段階の行為を特定し，
その段階で如何なる行為をすれば結果を回避できたかを問題にするものである。
したがって，行為者が法益侵害の直接的原因を設定した者でなくても，法益侵害
に向かう因果系列に介入しうることを前提に，客観的注意義務違反が認められる
場合には，過失犯は成立しうるとしている。
過失犯の場合，過失犯の規範構造上，不作為による遂行を予定しているので，
不作為態様の過失犯を「過失的不作為犯」あるいは過失的不真正不作為犯の問題
として扱う必然性はない。むしろ，「不作為的過失犯」として考えれば足り，正
面から客観的注意義務違反の有無を検討すれば足りる。過失犯の成否を決するの
は，客観的予見可能性を前提とした結果回避義務に違反するか否かである。この
判断と不作為犯で問題になる法的作為義務あるいは保証義務とが場合により一致
することがあるにしても，基本的には別異に捉えるべきである。この意味では，
過失犯の注意義務と不作為犯の保証義務とは別異に捉えるべきである。基準行為
からの逸脱という観点で過失認定する場合には，基準行為をどのように設定する
かの問題はあるにしても，保証者説を導入して，行為者選別を図る必要性はない
としている。
）組織体の中の自然人の注意義務 前述のような過失犯の構造を踏まえた
上で，組織体の中の自然人の注意義務を導き出す枠組みが検討されている。
過失の本質について結果回避義務に重点を置き，基準行為を設定することによ
って過失を客観化する立場では，組織体の中の自然人が負担する注意義務は，次
のようなプロセスによって具体化される。まず，企業としてなすべき措置として
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回収措置等の基準行為を想定し，次いで，組織内の現実の業務形態を前提にして，
組織内の自然人について，かかる措置の実現に向けた客観的注意義務を措定する
というプロセスである。組織体の中の自然人が，刑法上の答責性の対象になるの
は，回収措置等の外部的措置の実施に向けて，必要な行動を取らなかったことで
あるとする。
［］終章においては，各章での検討結果の総括がなされた上，今後の展望が
述べられている。
本論文は，新過失論の立場から，不作為態様の過失犯が問題となる一場面であ
る製品流通後の製造物過失の事例を中心に，その理論的な解決方法を示し，不作
為犯論的構成は不要であるとの結論に至っている。この結論は，理論の大枠を示
すに留まっており，皮革スプレー事件判決でも問題になった一般的因果関係の判
断方法の問題，あるいは，現在の過失犯論において困難な問題の一つである過失
競合事例の解決方法などについては，論じるに至っていない。これらは，今後の
課題だとしている。
【本論文の評価】
（）本論文は，欠陥製品に関する刑事責任の追及場面に焦点を当て，問題解
決上の壁になっている「不作為態様の過失犯」の理論的解明を試みた労作である。
欠陥製品により死傷事故が発生している場合，その製造・販売業者にどのような
根拠から製品回収義務を認め，さらに製品回収義務を遂行しなかったことに対し
て，どのような刑法理論に依拠して刑事責任を追及すべきなのかが本論文の中心
的課題である。この課題の解決に際しては，不真正不作為犯論と過失犯論が交錯
する領域であることから，事案解決のための様々な理論モデルが提示されうる。
本論文は，「不作為態様の過失犯」は「不作為的過失犯」として捉えるべきもの
であり，そこでの問題は，純然たる過失犯の理論によって解明されるべきである
とする。この結論は，反面では，「不作為態様の過失犯」の問題が不真正不作為
犯の理論的領域ではないことを論証するものであるが，本論文は，比較法的考察
並びにわが国の判例の動向の分析を通じて，上記の結論を導き出している。
保証者説が通説・判例になっているドイツにおいては，故意不作為犯も過失不
作為犯も共に同一の理論によって捉えようとしている。そのリーディングケース
欠陥製品に関する刑事過失責任と不作為犯論 139
となったのは，「皮革スプレー事件」判決である。この事案においては，過失傷
害罪（製品不回収決定前の事実に関する過失不作為犯）の成否と危険傷害罪（製
品不回収決定後の事実に関する故意不作為犯）の成否が問題になったが，判例は，
いずれも保証者説に依拠し，製造・販売業者の保証者的地位を吟味するという視
点から事案解決を行った。ここでは，「不作為態様の過失犯」は「過失的不真正
不作為犯」として掌握され，故意不作為犯と共に保証者説の適用領域と解された
のである。つまり，製造・販売業者の保証者的地位と刑事過失責任との連結がな
され，「不作為態様の過失犯」の処罰範囲を不真正不作為犯の理論によって画す
るという解決方法が採り入れられたのである。この考え方は，わが国の最近の学
説にも採り入れられ，欠陥製品に関する刑事責任の場面だけでなく，管理・監督
過失の分野においても不作為論構成の主張がなされるようになってきている。本
論文は，この理論的方向に一石を投じ，逆に不作為犯論との連結を遮断しようと
するのである。
わが国の判例は，ドイツの判例とは逆に，「不作為態様の過失犯」を純然たる
過失犯として捉えている。もっとも，判例においては，結論命題として過失処罰
の限定理論が抽出されているわけではなく，不作為犯論を排する論拠が確立して
いるわけでもない。最近では，注目を集めた薬害エイズ事件，パロマガス湯沸器
一酸化炭素中毒事件，三菱自工製トラックタイヤ脱落事件などにおいて「不作為
態様の過失犯」が問題となり，その理論的解明が求められているところである。
また，過失犯の処罰範囲を拡張する方向にある管理・監督過失の問題においても，
「不作為態様の過失犯」の理論的解明が必要となっている。
本論文は，このような実務上の問題をも射程範囲に入れ，不真正不作為犯論と
過失犯論との理論的混合を排除するため，不真正不作為犯論の適用領域と過失犯
論の適用領域との区別を行い，「不作為態様の過失犯」を過失犯論で捉えるため
の理論構築を試みている点において，研究論文としての適確な問題意識と深い洞
察力を示している。
（）本論文において評価される考察結果として，次のような点が挙げられる。
）故意不作為犯と過失不作為犯との理論的連結を図った「皮革スプレー事
件」判決を詳細に分析・検討し，その理論的特質と問題点を適確に抽出して，理
論構成の出発点に据えている。このことは，「不作為態様の過失犯」と不真正不
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作為犯論との接点を排除する立場においても避けては通れない研究対象であり，
理論構成の基礎である。「皮革スプレー事件」判決においては，製造・販売業者
の保証者的地位を「義務違反の先行した危険行態」から導き出し，それを故意不
作為犯と過失不作為犯の連結点としていることを明らかにし，さらに，組織の中
での自然人の作為義務を確定するために「組織観察的方法」を採り入れているこ
とも明らかにしている。続いて，これらの理論的特質について，ドイツの学説が
どのような対応をとっているかも分析している。その結果，「過失不真正不作為
犯」として理論構成する場合の問題点が抽出され，逆に「不作為過失犯」として
理論構成すべき方向性が示されている。研究の方法論からしても，「皮革スプレ
ー事件」判決を詳細に分析した上で過失犯論構成に転じているのは評価される。
）わが国の欠陥製造物に対する刑事規制の状況を，事前規制の場合と事後規
制の場合とに区別して検討し，その刑事規制の特徴を明らかにしている。本論文
の中心的課題との関係では，事後規制としての過失犯処罰の在り方が問題である
が，この点については，製造・販売段階の過失と製品流通段階の過失とに区別し
て整理し，後者においては特に「不作為態様の過失犯」の理論構成を解明する必
要があるとしている。このような刑事規制の区分手法は，判例の分析においても
利用されており，製造・販売段階の刑事過失に関する判例と製品流通段階の刑事
過失に関する判例とに整理した上，判例理論の特質および問題点を抽出している。
この研究手法は，「不作為態様の過失犯」の立法形式および判例を踏まえて，刑
法解釈学を展開しようとするものであり，研究手法の手堅さを示している。
）本論文の核心部分である「不作為態様の過失犯」の理論構成については，
まず不真正不作為犯において問題になる等置問題は生じないことから，不作為犯
論構成を採るべきでないとした上，過失犯論構成の在り方の検討に入っている。
製品流通後の過失をどう捉えるのかは，過失犯の構造に係わる問題であることか
ら，旧過失論でのモデル，新過失論でのモデル，新・新過失論でのモデルを提示
し，その問題点と解決方法の検討している。本論文は，新過失論に依拠して「基
準行為からの逸脱」という観点から過失犯論構成をすべきだとし，その基準行為
は，法益侵害の結果を前提に，因果経過を遡り，客観的予見可能性と結果回避可
能性がある段階でいかなる行為をなすべきであったかという視点から措定される
としている。ここでは，製造・販売業者の保証者的地位から欠陥製品の回収義務
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を引き出すという作業は，そもそも不要ということになる。なお，本論文は，組
織体の中での自然人の注意義務を措定するに際しては，組織観察的方法が有用で
あるとしている。この点は，本論文のユニークな面になっている。
（）以上のことに見られる研究水準の高さ，顕著な理論構成力などからして，
審査員は一致して，本論文が課程博士論文に値するものであることを認めた。な
お，本論文の終章に記されているように，過失犯論構成を採るとしても，事案解
決のためには，一般的因果関係の判断方法，過失競合の解決方法などの問題を解
き明かす必要がある。さらにまた，管理・監督過失の問題をも含めた，過失犯論
の体系化が望まれる。本論文は，いわば基礎理論の研究であるが，今後の刑法理
論の発展に期待すること大である。
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